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GOOD CYCLE BUILDING 001
淺沼組名古屋支店リニューアル竣工

Before

After

当社は2021年4月に「人間にも地球にも良い循環をつくる」ことをコンセプトとしたリニューア
ル事業ブランド『ReQuality』を立ち上げました。

このコンセプトを実現するプロジェクト（GOOD CYCLE BUILDING）の第1弾として築30年を経
過した名古屋支店を改修し、2021年9月に竣工いたしました。

スクラップアンドビルドではない、自然と人間との未来に向けた都市の建設を目指し、さらに
そこで生活する私たちが健康で創造性を高められる空間の創出を提案してまいります。

既存の外壁面をセットバックし
ベランダ空間を創出

自然素材だけを用いた
「還土ブロック」

建設残土を用いた土壁や吉野杉などの
自然素材を用いたエントランス

廃プラスチックを
利用した家具

自然光を取り入れた
イベントスペース

社員参加の
土壁ワークショップ

特集ページでは コンセプト動画や建物内部をVRでご覧いただけます。

https://www.goodcycle.pro/building/
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企業価値のさらなる向上を目指して
株主の皆様には、日頃よりご高配を賜り厚く御礼申

し上げます。
当社の第87期（2021年４月１日から2022年３月31

日まで）の事業の概況についてご報告申し上げます。

わが国の経済は、引き続き新型コロナウイルスの感
染拡大による経済活動の制約が続き、海外では、経済
活動の回復が見られる地域もあり、国内製造業をはじ
めとする輸出関連企業の業績は順調に回復し、また国
内における個人消費も徐々に回復を見せ始めました。
ただコロナ禍で縮小した経済活動からの急激な回復に
伴い、サプライチェーンの混乱や原油価格・資源価格
等の高騰は、回復基調の経済に影を落とす一因になり
つつあります。また、ロシアによるウクライナ侵攻は、
世界的にエネルギー、食糧、資源等のサプライチェー
ンの混乱を生じさせ、回復局面の世界経済に大きな打
撃を与える結果となっており、全く先行きが見通せない
状況となっています。

建設業界におきましては、公共建設投資は、国土強
靭化政策推進の下、自然災害への防災・減災対策や
復旧・復興対策、老朽化したインフラ対策等により堅
調に推移しました。一方民間建設投資につきましては、
コロナ禍の中、経済活動の制約や雇用・所得環境の悪
化、インバウンドの消失の継続等に伴う設備投資計画
の中止や延期が見られた一方、生活様式の変化に伴
い、物流施設等の需要は堅調に推移しました。

次期見通しにつきましては、公共建設投資は国土強
靭化政策の継続により堅調な推移が予想され、民間建
設投資は徐々にウィズコロナの体制へと向かうにつれ、
物流施設や工場だけでなく個人消費の回復からホテル
や店舗といった先送りされた設備投資も回復してくるも
のと思われます。

このような状況下、当社は2021年度を初年度とする
中期３ヵ年計画をスタートさせました。取り組みの1つと
して「ReQuality」のブランドの下、注力分野であるリニ
ューアル事業への取り組みを強化しています。また、地
球温暖化防止対策活動として取り組んでいます「エコフ
レンドリーASANUMA21」を改定し、「施工高１億円当
たりのCO2排出量を2030年までに1990年度比50％、
2050年までに70％削減」を掲げました。さらに、11月
にはサステナビリティ推進委員会を設置するとともに
TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に
賛同し、提言に沿って気候変動関連情報の開示の拡充
に取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支
援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

浅沼　誠代表取締役社長

TOP MESSAGE T O P I C S

CO2削減長期目標を設定
当社は2010年より全社的な地球
温暖化防止対策活動「エコフレン
ドリーASANUMA21」に取り組ん
でまいりました。
2021年度からは、新たなCO2削
減目標を設定し、「施工高１億円当
たりのCO2排出量を1990年比で
2030年までに50％、2050年ま
でに70％削減」を掲げさまざまな
取り組みを推進しております。

TCFD提言への賛同
2021年11月、「TCFD（気候関連財
務情報開示タスクフォース）」提言
への賛同を表明しました。今後は
気候変動がもたらすさまざまな影
響に加え、パリ協定に基づく世界
の動きや日本政府の方針も踏ま
え、環境と経済を両立させる環境
経営を推進し、TCFD提言に沿っ
た情報開示を拡充してまいります。

脱炭素社会に向けた取り組み推進
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発　注　者 工　事　名　称 工事場所
東京建物リゾート
株式会社

（仮称）おふろの王様和光店
新築工事 埼玉県

北関東防衛局 入間（２）訓練場等新設土木工事 埼玉県

株式会社
フレンドステージ （仮称）赤羽ホテル計画新築工事 東京都

大和ハウス港北
特定目的会社 （仮称）ＤＰＬ横浜港北Ⅰ　新築工事 神奈川県

静岡市 令和元年度下建工第2201号　城北排水区
唐瀬１号雨水幹線築造その１工事 静岡県

発　注　者 工　事　名　称 工事場所
西日本高速道路
株式会社

京滋バイパス　吹前高架橋他３橋
耐震補強工事 京都府

八幡インター南土地区画整
理組合および京田辺松井イ
ンター西土地区画整理組合

八幡インター南土地区画整理事業および
京田辺松井インター西土地区画整理事業
にかかる造成工事

京都府

京都市
（総合評価）京都市地域リハビリテーション
推進センターほか２施設の一体化整備工事
ただし、建築工事

京都府

独立行政法人
都市再生機構

03-浜甲子園団地第Ⅳ期北工区建築
その他工事 兵庫県

奈良中央アネックス
特定目的会社 （仮称）LF奈良ANNEX新築計画 奈良県

発　注　者 工　事　名　称 工事場所
積水化学工業株式会社
株式会社長谷工不動産

（仮称）平岸１条１１丁目計画（東棟）
新築工事 北海道

備後漬物株式会社 （仮称）備後漬物関東工場新築工事 栃木県

東京都下水道局 江東区平野四丁目、東陽六丁目付近
枝線工事 東京都

大和ハウス港北
特定目的会社 （仮称）ＤＰＬ新横浜Ⅲ　新築工事 神奈川県

丸徳産業株式会社 （仮称）丸徳産業株式会社
稲沢第一物流センター新築工事 愛知県

発　注　者 工　事　名　称 工事場所
独立行政法人
水資源機構 中部支社

豊川用水二期西部幹線併設
水路駒場池取水工工事 愛知県

須河車体株式会社 須河車体株式会社　新工場新築工事
（建築工事） 京都府

学校法人常翔学園 摂南大学寝屋川キャンパス３・４号館
新築等工事 大阪府

ＤＭＧ森精機株式会社 DMG森精機 奈良商品開発センタ
新築工事 奈良県

日野セールスサポート
株式会社

九州日野自動車株式会社
新本社・支店移転建設工事 福岡県

3号館
構造：RC造2階
延床：約3,390㎡

4号館（体育練習場 部室棟）
構造：S造1階及び2階
延床：約2,400㎡（合算）

構造：S造
階数：2階
延床：19,100㎡

構造：S造
階数：3階
延床：8,800㎡

概要：�取水工設置工、水路付属施
設工、泥水式推進工

摂南大学寝屋川キャンパス
３・４号館新築等工事

須河車体株式会社
新工場新築工事（建築工事）

（仮称）おふろの王様和光店
新築工事

豊川用水二期西部幹線併設
水路駒場池取水工工事

  主 な 受 注 工 事

  主 な 完 成 工 事

再生可能エネルギー100％
の電気を供給

淺沼組の工事現場非化石証書

トラッキング

FIT電気100％「再生可能エネルギー
100％電力」導入
当社では西日本を中心に作業所の
仮設電気で「再生可能エネルギー
100％電力」の導入を推進してき
ましたが、2022年度からは原則
として着工する全ての作業所で導
入することとし、さらなる削減に
取り組んでまいります。

省エネの推進
（ZEB・ZEH）

温室効果ガスの排出量の多くを占
める住宅・建物関連について、新
築のみならずリニューアルにおい
ても、企画・設計段階から、適用
可能な省エネ技術の提案・採用に
力を入れています。

T O P I C S

ZEB・ZEHとは
　快適な室内環境を保ちながら、建物で消費するエネルギー
の収支をゼロにすることを目指した建物のこと。
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業績ハイライト 連結財務諸表

財産および損益の状況の推移（連結）

区 　 分 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期 （当連結会計年度）
2022年3月期

受 注 高（百万円） 153,717 148,280 120,636 136,568 
売 上 高（百万円） 135,713 141,472 138,934 135,478 

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 4,178 4,300 4,138 3,748
1株当たり当期純利益（円） 504.87 533.47 513.55 464.72

総 資 産（百万円） 102,000 103,044 92,176 90,132
純 資 産（百万円） 37,466 39,313 41,710 42,673

自 己 資 本 比 率（％） 36.6 38.0 45.0 46.8

科　目 前期末
（2021年3月31日現在）

当期末
（2022年3月31日現在）

資産の部
　流動資産 76,560 73,500

　固定資産 15,615 16,631

　　有形固定資産 5,018 5,653

　　無形固定資産 1,352 3,009

　　投資その他の資産 9,243 7,968

　資産合計 92,176 90,132

負債の部
　流動負債 36,644 34,647

　固定負債 13,821 12,811

　負債合計 50,465 47,458

純資産の部
　株主資本 39,688 41,415

　　資本金 9,614 9,614

　　資本剰余金　 2,165 2,178

　　利益剰余金 27,974 29,648

　　自己株式 △66 △27

　その他の包括利益累計額 1,820 784

　　その他有価証券評価差額金 1,959 996

　　為替換算調整勘定 △26 △24

　　退職給付に係る調整累計額 △112 △187

　非支配株主持分 202 473

　純資産合計 41,710 42,673

　負債純資産合計 92,176 90,132

連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　目
前期

2020年4月  1日から
2021年3月31日まで

当期
2021年4月  1日から
2022年3月31日まで

売上高 138,934 135,478
売上原価 124,989 122,033
売上総利益 13,945 13,444
販売費及び一般管理費 8,653 8,609
営業利益 5,291 4,835
営業外収益 340 335
営業外費用 266 265
経常利益 5,364 4,904
特別利益 1,003 541
特別損失 269 15
税金等調整前当期純利益 6,099 5,431
法人税、住民税及び事業税 1,880 1,239
法人税等調整額 63 421
当期純利益 4,155 3,770
非支配株主に帰属する当期純利益 16 21
親会社株主に帰属する当期純利益 4,138 3,748

連結損益計算書 （単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

科　目
前期

2020年4月  1日から
2021年3月31日まで

当期
2021年4月  1日から
2022年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー △12,902 1,563
投資活動によるキャッシュ・フロー 815 △2,264
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,948 △2,267
現金及び現金同等物に係る換算差額 19 106
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △14,016 △2,862
現金及び現金同等物の期首残高 29,777 15,760
現金及び現金同等物の期末残高 15,760 12,898

（注）	記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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北海道支店

東北支店

沖縄営業所

本社・大阪本店

さいたま支店

横浜支店
千葉営業所

多摩営業所

静岡営業所

名古屋支店

神戸支店広島支店

九州支店

技術研究所

北陸営業所

京滋営業所

グアム営業所

東京本店

福島営業所

茨城営業所

三重営業所
奈良営業所

会社概要株式の状況

● 発行可能株式総数	 29,356,500株
● 発行済株式総数	 8,078,629株
	 （自己株式8,253株を含む）

● 株　　主　　数	 9,982名

株 　 主 　 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 
信 託 銀 行 株 式 会 社(信 託 口) 896千株 11.1％

INTERTRUST TRUSTEES(CAYMAN)LIMITED SOLELY 
IN ITS CAPACITY AS TRUSTEE OF JAPAN-UP 528千株 6.5％

淺 沼 組 弥 生 会 持 株 会 385千株 4.8％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 377千株 4.7％

平 和 株 式 会 社 303千株 3.8％

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 254千株 3.2％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 228千株 2.8％

住 友 不 動 産 株 式 会 社 183千株 2.3％

浅 沼 　 誠 139千株 1.7%

三井住友海上火災保険株式会社 124千株 1.5％

（注）	1.千株未満は切り捨てで表示しております。
　　2.持株比率は、自己株式を控除して算出しております。

1. 大株主

2. 所有者別分布状況 1. 概況 （2022年3月31日現在） 2. 役員 （2022年6月22日現在）

株数別区分1

人数別区分2

（2022年3月31日現在）

代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 浅　沼　　　誠
代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 山　腰　守　夫
取 締 役
専 務 執 行 役 員 植　芝　幸　擴
取 締 役
専 務 執 行 役 員 森　山　起　宏
取 締 役 
常 務 執 行 役 員 豊　田　彰　啓
取 締 役 
常 務 執 行 役 員 藤　沢　正　宏
社 外 取 締 役 福　田　昌　史
社 外 取 締 役 船　本　美和子
社 外 取 締 役 森　川　卓　也
常 勤 監 査 役 佐々木　勇　一
社 外 監 査 役 中　川　能　亨
社 外 監 査 役 木　村　知　子
社 外 監 査 役 大工舎　　　宏

常 務 執 行 役 員 竹　内　　　仁
常 務 執 行 役 員 石　原　誠一郎
執 行 役 員 中　村　大　作
執 行 役 員 桑　原　茂　雄
執 行 役 員 吉　田　倫　之
執 行 役 員 古　市　康　司
執 行 役 員 三　宅　浩　一
執 行 役 員 新　浪　　　勉
執 行 役 員 大　内　孝　二
執 行 役 員 松　井　健　一
執 行 役 員 渕　田　武　嗣
執 行 役 員 江　﨑　彰　夫
執 行 役 員 寺　井　　　到
執 行 役 員 八　木　良　道
執 行 役 員 長谷川　　　清
執 行 役 員 高　見　錦　一

設　立　1937年6月15日  （創業 1892年1月20日）

資本金　9,614,761,866円

従業員数　1,700名（連結）　1,273名（単体）

営業網
　 本社および本店

● 本社・大阪本店 〒556-0017 大阪市浪速区湊町1丁目2番3号マルイト難波ビル ☎06-6585-5500
● 東 京 本 店 〒108-0023 東京都港区芝浦2丁目15番６号オアーゼ芝浦MJビル ☎03-5232-5888

■ 支　 　店
● 北海道支店　● 東北支店　● さいたま支店　● 横浜支店 
● 名古屋支店　● 神戸支店　● 広島支店　　　● 九州支店

● 営  業  所
● 福　島　● 茨　城　● 千　葉　● 多　摩　 
● 北　陸　● 静　岡　● 三　重　● 京　滋　 
● 奈　良　● 沖　縄　 
● グアム　

□□ 研  究  所
● 技術研究所

〒569-0034 大阪府高槻市大塚町3丁目24番1号
☎072-661-1620

計
8,078,629株

計
9,982名

金融機関
2,274,921株
28.2%

その他国内法人
966,269株
12.0%

証券会社
257,925株
3.2%

個人・その他
9,553名
95.7%

その他国内法人
297名
3.0%

外国法人等
78名
0.8%

証券会社
30名
0.3%

金融機関
24名
0.2%

外国法人等
759,326株
9.4%

個人・その他
3,820,188株
47.2%
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表紙のイラストについて
創業以来培ってきた

誠実な仕事 ＝ 誇れる歴史

成長し続ける ＝ 未来をつくる
＋

そのような淺沼組のイメージを、大地に根を張って
育つ大樹に重ね合わせて表現しました。

株主メモ （株式のご案内）

この報告書は、環境に配慮
し、再生紙と植物油インキを
使用しております。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

株式に関する住所変更等のお届出
およびご照会について

　証券会社の口座をご利用の場合は、三井住友信託銀行株式会社では
お手続きができませんので、取引証券会社へご照会下さい。
　証券会社の口座のご利用がない株主様は、上記電話照会先までご連
絡下さい。

事 　 業 　 年 　 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年6月開催

基 　 　 準 　 　 日 定時株主総会
期末配当金

毎年３月31日
毎年３月31日

そのほか必要があるときは、あらかじめ公告し
て定めた日

株 主 名 簿 管 理 人 お よ び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所

大阪市中央区北浜四丁目5番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先） 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） R 0120-782-031
イ ン タ ー ネ ッ ト
ホ ー ム ペ ー ジURL

https://www.smtb.jp/personal/procedure/
agency/

（よくあるご質問（FAQ））https://faq-agency.smtb.jp/?site_domain= 
personal

公 　 告 　 方 　 法 電子公告
ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合
は、日本経済新聞に掲載して行います。
※公告掲載の当社ホームページアドレス
https://www.asanuma.co.jp/

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所プライム市場※

※�東京証券取引所の市場区分再編に伴い、東京証券取引所プライム市場に移行しております。

株式分割について

当社は、2022年3月31日開催の取締役会にお
いて、2022年8月1日を効力発生日として、同
年7月31日の株主名簿に記録された株主様の
所有する普通株式1株につき2株の割合をもっ
て分割することを決議いたしました。なお、こ
の分割に伴う株主様による特段のお手続きの
必要はございません。


